
平成２ ９年度 事 業 報 告 書

当財団は、 福岡県の産業構造の転換や地域経済の活性化を目的に、 平成元年１ １月１日に県の出捐により 設立され、 地域企業・ 大学等の

基礎研究から応用研究、実用化研究までを一貫して支援すると と もに、 こ れら の研究成果を地域産業に展開するこ と によっ て、 その振興を

図っ てきた。

「 シリ コ ンシーベルト福岡プロジェ ク ト 」 の中核施設と して、 平成１ ６年１ １月に「 先端半導体設計センタ ー 福岡( システムＬ Ｓ Ｉ 総合

開発センタ ー )」 を、平成２ ３年３月に「 社会システム実証センタ ー」 及び「 三次元半導体研究センタ ー」 を開設し、先端半導体開発拠点化
を推進してきた。 平成２ ５年４月には、 北部九州における有機光エレク ト ロニク ス研究開発拠点の形成を図るため、 「 有機光エレク ト ロニ

ク ス実用化開発センタ ー」 を開設した。 さ ら に、 平成２ ７年９月には、 こ れまで地域で培っ てきた先端半導体関連技術及びロボッ ト関連技

術を活用して、 ロボッ トやシステムに関連する製品等の設計、 開発、 実装、 実証試験までを総合的に支援する取り 組みを開始した。 こ れに

伴い、 平成２ ８年４月より こ れまでの先端半導体部を組織改編し、 ロボッ ト ・ システム開発部を創設、 「 先端半導体設計センタ ー」 を「 ロ

ボッ ト ・ システム開発センタ ー」 に改称し た。

具体的な取り 組みと して、 研究開発支援では、 コ ーディ ネータ を活用し企業ニーズと 大学や研究機関等の優れた研究シーズのマッ チング

に積極的に取り 組むと と もに、 国事業等を活用して新技術・ 新製品に繋がる産学官共同研究プロジェ ク ト を実施し、 具体的な研究成果の発

表会や展示会を通じて、 企業の事業化への展開を図っ た。

また、 文部科学省の地域イノ ベーショ ン戦略支援プログラ ムを活用し、 地域人材育成プログラ ムの開発及び実施、地域連携コ ーディ ネー

タ による知のネッ ト ワーク の構築、地域研究機関の研究設備・ 機器等の共用化に取り 組んだ。 さ ら に、 本プロジェ ク ト のさ ら なる発展を図

るために整備した「 社会システム実証センタ ー」 及び「 三次元半導体研究センタ ー」 において、 新しい製品やデバイスを用いた社会実験や

部品内蔵基板技術の研究開発等を推進した。

ベンチャ ー企業の育成・ 支援では、「 ロ ボッ ト ・ システム開発セン タ ー (福岡システムＬ Ｓ Ｉ 総合開発センタ ー )」 、「 三次元半導体研究
センタ ー」 、 「 社会システム実証センタ ー」 への企業の入居促進を図ると と もに、 設備投資が容易でない中小・ ベンチャ ー企業向けに、 共

同利用施設「 システムＬ Ｓ Ｉ 設計試作センタ ー」 を運営し、 システムＬ Ｓ Ｉ の設計に必要な高額ツール等の利用を低料金で提供している。

有機Ｅ Ｌ 実用化プロジェ ク トでは、 国内外の企業等からの共同研究受託や文部科学省の地域イノ ベーショ ン ・ エコ システム形成プログラ

ムを活用した「 九州大学の研究成果を技術コ アと した有機光デバイスシステムバレーの創成」 に取り 組んでいる。 また、 福岡県の補助金を

活用して、 有機Ｅ Ｌ 分野参入促進支援補助金制度を創設すると と もに、 有機光エレク ト ロニク ス産業化研究会の開催により 、 地域企業の有

機Ｅ Ｌ 分野への参入促進及び育成を図っ た。
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さ ら に、 「 福岡県Ｒｕ ｂ ｙ ・ コ ンテンツ産業振興センタ ー」 を中核施設と して、 日本人が開発した世界一生産性の高いプログラ ミ ング言

語Ｒｕ ｂ ｙ によるソフ ト ウェ ア産業の育成と ゲームをはじめと したコ ンテンツ産業の振興の２ つのプロジェ ク ト を強力に推進すると と もに、

研究開発、 人材育成、 ベンチャ ー育成支援、県内企業の交流・ 連携など総合的な取り 組みを行い、 Ｒｕ ｂ ｙ 関連企業やコ ンテンツ産業の集

積促進を図っ ている。

平成２ ９年度に実施した事業の概要は、 次のと おり である。

管理運営

１ 理事会の開催

第１回通常理事会 平成２ ９年５月１ ０ 日

第２回通常理事会 平成３ ０年３月１ ６ 日

２ 評議員会の開催

第１回通常評議員会 平成２ ９年５月２ ６ 日

ロボッ ト ・ システム開発プロジェ ク ト

１ 研究開発・ 技術開発

産学官連携による研究開発プロジェ ク ト を立ち上げ、 実用化を目指した研究開発を支援するこ と によっ て、 新技術・ 新製品の創出を

図り 、 地域産業の振興を目指す。

こ れまで産学官連携で、研究開発に取り 組む企業等を支援してきた結果、 参画する地域企業や大学等の関係機関は、研究開発プロジ

ェ ク ト を通じて習熟度を増し、 実用化、 新製品開発や製品・ サービ スの高付加価値化等多く の成果を生んできた。

平成２ ９年度も引き続き、 財団が委嘱している産学コ ーディ ネータ を活用し、新技術の開発を目指す企業や大学の新規研究シーズの

コ ーディ ネート活動を行う と と もに、Ｉ Ｓ Ｔ 研究開発Ｆ Ｓ事業をはじめ、国等の提案公募事業を積極的に活用していく こ と で、新技術・

新製品創出の加速を図っ た。

また、 国の大型プロジェ ク ト等を活用して、 地域のイノ ベーショ ン拠点の形成を目指した取り 組みを引き続き実施した。

交流( 1)  と 連携

  ○ 交流（ 情報発信）
情報提供活動

ホームページやメ ールマガジンの配信を通じて、地域企業の技術者や大学等の研究者へ財団の活動、国等の公募事業、県内外の企
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業支援機関に関する情報提供を行っ た。

・ メ ールマガジン発信件数 ７ ７件

セミ ナーの開催

地域企業のものづく り 力向上を目的に、 「 無線ネッ トワーク技術」 や「 補助金の活用による製品開発」 に関するセミ ナーを開催した。

・ ふく おかＩ Ｓ Ｔ ものづく り セミ ナー（ 平成２ ９年１ ０ 月１ ９日 モノ づく り フ ェ ア２ ０ １ ７ ） 参加者３ ９名

「 Ｉ ｏ Ｔ の基盤技術～Ｉ ｏ Ｔ を支える無線ネッ ト ワーク技術～」

（ 株） ロジカルプロダ ク ト 代表取締役社長 辻 卓則氏

「 姿勢制御機構、 障害物センサを有する四輪操舵駆動斜面草刈機の開発」

（ 株） 筑水キャ ニコ ム コ ラ ボ事業室 ロボタ グループ長 彌永 剛氏

○ 連携（ 地域企業の技術支援及びコ ーディ ネート活動）
産学コ ーディ ネータ を３名配置し、 企業ニーズと 大学等の技術シーズと のマッ チングや、 国等の公募事業の活用等を通じて、 企業

の新技術・ 新製品開発から事業化までを一貫して支援した。

・ コ ーディ ネート活動件数 ４ ０ ７件（ ６ ９ 機関､ １ ２ ０ 案件)     
・ プロジェ ク ト研究会実施回数 ２ ８ １回（ ４ ６社、 ６ ８ プロジェ ク ト ）

Ｉ Ｓ Ｔ(2)  研究開発Ｆ Ｓ事業

産学コ ーディ ネータ が支援するプロジェ ク ト のう ち、国等の公募事業への展開が期待できる案件について、可能性試験を委託し実施

した。

○ Ｉ Ｓ Ｔ 研究開発事業（ 委託総額５ ０ ０万円、実施件数３件）
［ シーズ育成枠］

・ ナノ 粒子積層体の製造技術の開発

・ 一般廃棄物焼却灰のセメ ント利用を目指した脱塩素プロセスの開発

・ 特殊波長Ｌ Ｅ Ｄ光源を用いた畜産害虫防除技術の開発

外部資金(3)  を活用した試作・ 開発支援

地域企業の技術の高度化、新技術・ 新製品開発を加速するため、国等の公募事業への提案に向けてコ ーディ ネート活動を実施した。

・ 提案件数 ３ ６件

・ 採択件数 １ ９件（ 補助金総額１億４ ， ６ ８ ５ 万円）

○ 戦略的基盤技術高度化支援事業（ 経済産業省）
中小企業のものづく り 基盤技術（ 情報処理技術、精密加工技術、製造環境技術等１ ２技術分野） の高度化に資する研究開発等に

ついては、 本事業を活用し、 提案書作成支援、 採択後の事業管理を行っ た。

・ 採択件数 ３件（ 提案３件） う ち、 １ 件は三次元半導体・ 社会システム実証部が支援。
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・ 事業管理件数 １ ３ 件（ 新規採択３件含む） う ち、 ４ 件は三次元半導体・ 社会システム実証部で実施。

事業化支援( 4)   
企業の試作・ 開発終了後にも、 国等の「 ものづく り 補助金」 の活用を支援するなど、 企業の事業化に向けた取り 組みを支援した。

・ 事業化件数 ８件、累計事業化件数 ７ ８件（ 平成１ ５年度～）

地域( 5)  イ ノ ベーショ ン拠点の形成

地域イノ ベーショ ン拠点の形成を目指して実施してきた文部科学省の補助事業「 地域イノ ベーショ ン戦略支援プログラ ム」（ 平成

２ ４～２ ８年度） が総合評価Ｓ（ 最高評価） を獲得し、 平成２ ９年度も継続して実施した。

大学等の知のネッ ト ワーク の構築

地域連携コーディ ネータ を配置し、地域金融機関（ 北九州銀行等） と の産学官金連携の促進、及びスマート モビ リ ティ 研究開発セン

タ ー（ 九州大学）、国際光合成産業化研究センタ ー（ 北九州市立大学）、三次元半導体研究センタ ー等の研究開発拠点の強化に関する取

り 組みを加速させて、 大学、 企業等の研究成果の事業化支援を実施した。

地域の大学等研究機関での研究設備・ 機器等の共用化

技術支援スタ ッ フ ２ 名を配置し、三次元半導体研究センタ ーが保有する半導体実装機器の利用企業等を支援すると と もに、そこ で得

られた高度な技術情報等を今後の利用者が活用できるよう にマニュ アル化を行っ た。

地域イノ ベーショ ン戦略実現のための人材育成プログラ ムの開発及び実施

ハード、ソフ ト 、サービスを複合化させた製品やサービ スの開発を求める社会ニーズに対応するため、システム開発の技術人材を育

成する講座を開発・ 実施した。

Ｉ ｏ Ｔ( 6)  プロジェ ク ト創出・ 推進

中小ベンチャ ー企業等の製品開発力の向上を目的と して、急速に進展している Ｉ ｏ Ｔ 技術を利活用した新たな製品・ サービ ス創出を

促進するため、 ニーズの掘り 起しから 、 技術シーズと のマッ チング、 製品・ サービスの開発実証までの一貫した支援を行っ た。

Ｉ ｏ Ｔ プロジェ ク ト創出支援

現場ニーズ収集、 シーズ企業調査、 ニーズ紹介・ 意見交換会、課題解決ワークショ ッ プ等により Ｉ ｏ Ｔ プロジェ ク ト創出を支援した。

Ｉ ｏ Ｔ 開発実証支援

Ｉ ｏ Ｔ ソリ ュ ーショ ンの可能性試験、 Ｉ ｏ Ｔ システムの開発実証を支援した。

２ 人材育成

ロボッ トやシステム産業における新たなニーズに適応した製品やサービ ス開発を行う 企業に必要と さ れる技術人材を育成するこ と を

目指し、 センシング技術やＡ Ｉ の活用など企業ニーズが高まっ ている分野を対象に、 技術習得のための講座開発・ 実施に取り 組んだ。

また、 Ｉ ｏ Ｔ 分野への企業の参入促進を図るため、最新のシステム要素技術の研修会を実施した。
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システム構築技術講座 （ 延べ ２ ５ ６ 名受講（ う ち、 公開セミ ナー参加者： 延べ ２ １ ４ 名受講））

システム要素技術講座 （ 延べ ９ １ ８ 名受講（ う ち、 公開セミ ナー参加者： 延べ ３ ８ ７ 名受講））

基盤技術講座 （ 延べ ５ ７ ８ 名受講）

３ ベンチャ ー育成・ 支援

インキュ ベーショ ン施設の充実、「 ロボッ ト ・ システム開発センタ ー」 等による開発支援、開発資金支援を柱にロボッ ト ・ システム関

連ベンチャ ーの育成を行っ た。

イ ンキュ ベーショ ン( 1)   
インキュ ベーショ ン支援、設計開発支援、開発資金支援、人材育成支援をワンスト ッ プで行う「 ロボッ ト・ システム開発センタ ー（ 福

岡システムＬ Ｓ Ｉ 総合開発センタ ー）」、「 三次元半導体研究センタ ー」 及び「 社会システム実証センタ ー」 の入居促進に努めた。

（ 平成２ ９年度末入居状況）

ロボッ ト ・ システム開発センタ ー

インキュ ベーショ ンルーム（ 全４ ９室中４ １室）、 シェ アードオフ ィ ス（ 全２ ３ ブース中２ ３ ブース）

三次元半導体研究センタ ー

インキュ ベーショ ンルーム（ 全３ 室中３室）

社会システム実証センタ ー

研究開発ラ ボ室（ 全２ １室中１ ６ 室）、 シェ アードオフ ィ ス（ 全７ ブース中５ ブース）

回路設計( 2)  ラ ボ

中小ベンチャ ー企業が安価で利用できる設計ツールから テスト検証ツールまでを備えた「 設計開発ブース」 の利用促進を通じて、自

社製品を持つ開発型のロボッ ト ・ システム関連ベンチャ ーの育成を図っ た。

・ 利用時間 １ １ ， １ ６ ０時間

４ 半導体実装技術の高度化

三次元半導体研究( 1)  センタ ーの活用・ 運営

産学官共同研究の推進（ 国資金等の活用）

一 国から の受託事業

・「 省エネルギー等国際標準化・ 普及基盤事業」（ 経済産業省）（ 平成２ ８～３ ０年度）

半導体関連材料・ 装置・ 部品メ ーカ等のセンタ ー施設の利用を通じた国際標準化事業の継続的な実施や、 Ｊ Ｐ ＣＡ （ 一般社団

法人日本電子回路工業会） 等と 連携した国際標準の獲得を推進すると と もに、 当該技術の国内企業への普及の取り 組みを推進

した。
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二 県から の補助事業

・ 次世代半導体に関する共同研究を県内企業と 実施（ 平成２ ８～２ ９年度）

産学共同研究の推進

福岡大学と 企業によるコ ンソーシアム（ ６ 回開催） 等の産学共同研究を積極的に支援した。

国際標準化の推進

経済産業省の委託事業である「 三次元電子モジュ ールの外形および電気的試験方法に関する国際標準化」 事業を実施し、研究委員会

を開催（ ４回） した。

県内企業等の研究機器等利用促進

研究機器の説明会開催など 、 県内企業等の技術開発及び試作等を積極的に支援し た。

・ 説明会（ ２ 回開催、 延べ１ ３ 社、 １ ９ 名参加）

技術力の発信

国内の企業・ 支援機関と の交流を促進し、 福岡の拠点性の発信を行っ た。

また、 首都圏で開催さ れる大型展示会へ出展し、 事業内容や成果の周知及び他団体と の交流・ 連携促進を図っ た。

・ Ｊ Ｐ ＣＡ Ｓｈ ｏ ｗ ２ ０ １ ７ （ 東京ビ ッ グサイト 平成２ ９年６月７日～９日）

・ セミ コ ンジャ パン２ ０ １ ７ （ 東京ビ ッ グサイト 平成２ ９年１ ２月１ ３日～１ ５日）

・ 半導体・ センサパッ ケージング技術展（ 東京ビ ッ グサイト 平成３ ０年１月１ ７日～１ ９日）

５ 社会システムの実証

社会( 1)  システム実証センタ ーの活用・ 運営

産学共同研究の支援

大学の研究シーズと 企業のマッ チングを行い、 産学共同研究及び実証実験７件を積極的に支援した。 その内４件は、 以下の国事業

を実施した。

○ 戦略的基盤技術高度化支援事業（ 経済産業省）
・「 こ れから のＩ ｏ Ｔ システムの標準と なる LoRa-BLEを活用したＩ ｏ Ｔ 通信システムの構築による超低消費電流で安価な長距離通
信の実現と 、 mrubyを活用したソフ ト ウェ アを開発しやすい手法と 高セキュ リ ティ の確保による、 即実用化可能な世界初のプラ
ッ ト フ ォ ームの開発」（ 平成２ ９～３ １年度）

・「 精密夾雑物除去及び高精度光学選別技術によるＡＳＲプラ スチッ ク高度回収システムの開発」（ 平成２ ８～３ ０年度）

・「 接触式光フ ァ イバスタ イ ラ スにより 数μ m 径(幅)･深さ数百μ m の微小径深穴(深溝)のナノ 単位計測を非破壊にて可能にする世
界初の３次元形状測定装置の研究開発」（ 平成２ ８～３ ０年度）

・「 極小マーキングのためのレーザー加工技術の開発と 装置化」（ 平成２ ７～２ ９年度）

県内企業等の研究機器等利用促進

県内の中小・ ベンチャ ー企業等によるセン タ ーの研究機器を活用し た実証実験、 技術開発及び試作等を積極的に支援し た。
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Ｉ ｏ Ｔ 社会への対応

一 Ｉ ｏ Ｔ 試作検証工房の運営

企業がＩ ｏ Ｔ 製品等を開発する際必要と なる試験研究機器や研究開発ラボ、 シェ アード オフ ィ スを Ｉ ｏ Ｔ 試作検証工房におい

て貸与するこ と で、企業の研究開発を強力に支援した。また、「 システム開発技術カレッ ジ」 と 連携して、「 社会システム実証セン

タ ー」 の機器及び施設を活用したＩ ｏ Ｔ 関連の実習セミ ナーを開催した。

二 産学官連携支援

「 社会システム実証センタ ー」 が主導して、 以下の県内企業のＩ ｏ Ｔ システム開発に係る研究開発体制構築や、 社会実証の支援

を実施した。

・ 栽培支援システムの開発体制の構築

・ 稲作管理システムの開発体制の構築

・ ドローンの社会実証支援

・ 糸島LoRaWANの構築及び公共サービ スの試作検証

有機Ｅ Ｌ 実用化プ ロ ジェ ク ト

１ 有機光エレク ト ロニク ス実用化開発センタ ー（ ｉ ３－ＯＰ Ｅ ＲＡ ）

九州大学等で創製された世界最先端の研究シーズ（ Ｔ Ａ ＤＦ ＊１ ） を基に、実用化を視野に入れた企業と の共同研究や、国の提案公募

型事業への積極的な提案を行い、 産学官による実用化研究を通じた産業化を図るこ と を目的と して、 平成２ ５年４月に開設した。

九州大学ＯＰ ＥＲＡ ＊２ をはじめ、北部九州に立地する４ 拠点による広域連携体の組織力を活かし、実用化に向け、基礎研究（ 九州大

学ＯＰ Ｅ ＲＡ ） から応用研究（ Ｉ Ｓ Ｉ Ｔ ＊３ ）、 実用化開発研究（ ｉ ３－ＯＰ Ｅ ＲＡ ） や製造装置開発研究（ Ｐ ｈ ｏ ｅ ｎ ｉ ｃ ｓ ＊４ （ 熊本

県）） まで、 連携して取り 組んだ。

＊１ Ｔ Ａ ＤＦ ： 熱活性型遅延蛍光発光 ＊２ ＯＰ Ｅ ＲＡ ： 最先端有機光エレク ト ロ ニク ス研究センタ ー

＊３ Ｉ Ｓ Ｉ Ｔ ： （ 公財） 九州先端科学技術研究所 ＊４ Ｐ ｈ ｏ ｅ ｎ ｉ ｃ ｓ ： く まもと 有機薄膜技術高度化支援センタ ー

２ センタ ー事業

企業( 1)  から の共同研究受託

有機エレク ト ロニク ス分野で製品開発を行う 企業から の共同研究受託をはじめ、 九州大学等の研究シーズを基に実用化を視野に入

れた企業と の共同研究受託を行っ た。 また、 国の提案公募型事業への積極的な提案を行い、 産学官による実用化研究を進めた。

・ 共同研究受託 ３ ５件（ う ち海外企業 ３件）

・ 国の提案公募型事業： 地域イノ ベーショ ン ・ エコ システム形成プログラ ム（ 文部科学省補助事業、 平成２ ８～３ ２年度）
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九大発( 2)  ベンチャ ー (株)Ｋｙ ｕ ｌ ｕ ｘ から の共同研究受託
九州大学安達研究室のＴ Ａ ＤＦ に関する知財を活用し、 Ｔ Ａ ＤＦ の実用化を進めるため平成２ ７年３月に設立した (株)Ｋｙ ｕ ｌ ｕ ｘ
（ 福岡市） から のＴ Ａ ＤＦ 材料を用いたデバイス作製・ 評価等の共同研究受託を行っ たほか、 県内ベンチャ ー企業に対し、 研究用機

器設置や材料開発室の専用使用等の実用化開発についての支援を行っ た。

・（ 株） Ｋ ｙ ｕ ｌ ｕ ｘ から の共同研究受託 １ １件

有機( 3)  Ｅ Ｌ 分野参入促進支援補助金

福岡県における有機Ｅ Ｌ 関連産業の振興を目的に、 県内に事業所を持ち、 有機Ｅ Ｌ 分野への参入又は有機ＥＬ 分野における事業拡

大を目指す企業の製品開発、 販路開拓等に補助を行っ た。

・ 採択件数： ３件

・ 補助率： 補助対象経費の１／２以内

・ 補助金の額の範囲： １件につき１ ０ ０ 万円以上、 ５ ０ ０万円以下

有機光( 4)  エレク ト ロニク ス産業化研究会

有機光エレク ト ロニク ス分野への地域企業の参入促進と 育成を図るため、 情報提供と 意見交換の場と して「 有機光エレク ト ロニク

ス産業化研究会」 を開催した。

・ 開催場所： 西鉄グラ ンドホテル（ 第１回）、 ホテルセント ラ ーザ博多（ 第２回）

・ 参加者 ： 延べ１ ７ ８ 名

・ 会員数 ： １ ２ ６ 企業・ 機関

Ｒｕ ｂ ｙ ・ コ ンテンツ開発ベンチャ ー企業の支援

１ 福岡県Ｒｕ ｂ ｙ ・ コ ンテンツ産業振興センタ ー

福岡県が取り 組む国産プログラ ミ ング言語「 Ｒｕ ｂ ｙ 」 によるソフ ト ウェ ア産業の育成及びゲーム･映像・ ＣＧ・ ＷＥＢなどのコ ンテ

ンツ産業振興の拠点施設

○ 場 所 福岡県福岡東総合庁舎 ４階・ ５ 階

○ 延床面積 １ ， ９ ２ ６㎡

○ 開 設 平成２ ２年１ ２月２ ０日

○ 施設の内容
・ レンタ ルオフ ィ ス １ ５ 室（ ３ １ ㎡～５ ９㎡）

・ シェ アードオフ ィ ス ６ ブース（ ４ ㎡）

・ セミ ナー室 ３室

―8―



・ 会議室 ５室

・ プレゼンテーショ ンルーム １室

・ 録音スタジオ １室

２ 福岡県Ｒｕ ｂ ｙ ・ コ ンテンツ産業振興センタ ーの管理運営

( 1) レ ン タ ルオフ ィ ス等の提供
Ｒｕ ｂ ｙ 又はコ ンテンツを活用し、積極的なビジネス展開を図る意欲的な中小・ ベンチャ ー企業支援のため、レンタ ルオフ ィ ス、シ

ェ アードオフ ィ スの提供を行っ た。

（ 入居実績）

・ レンタ ルオフ ィ ス 全室入居（ 平成３ ０年３月３ １日）

・ シェ アードオフ ィ ス ３ 社３ ブース入居（ 同上）

共用施設( 2)  の貸出し

ソフ ト ウエア事業、 コ ンテンツ事業等に関するイベント等の利用にセミ ナー室、 会議室、 録音スタジオ等の提供を行っ た。

（ 利用実績）

・ セミ ナー室 利用率 ５ ８ ． ５ ％（ 平成２ ９年度平均）

・ 会議室、 プレゼンテーショ ンルーム 利用率 ６ ３ ． ３ ％（ 同上）

・ 録音スタ ジオ 利用率 ７ ３ ． ５ ％（ 同上）
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